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要 旨

本研究では，エレクトロニクス化の進展著しい自動車産業における標準化の動静
に着目し，主要プレイヤーがどのような戦略の下，そのビジネス・モデルを構築し
ようとしているのかについて分析する．具体的には，国内最大手の車載用半導体
メーカーであるルネサステクノロジに焦点を当て，同社の戦略を分析している．
我々の関心は，ソフトウェア標準化を震源とする産業内の企業間取引システムの大
転換に際し，日欧の標準化コンソーシアムに参加する主要企業がどのような意思決
定を行っているのかを明らかにし，現在進行形の企業行動を記述することにある．
ルネサステクノロジの基本戦略は，自動車産業で進められる JasPar等の標準化
活動に多角的かつ能動的に参画し，自社に有利な標準を産業内で共有することであ
る．そして同社は，その優位性を最大限に活かしつつ，製品のプラットフォーム化
によって最小コストで最大利益を追求しようとしている．また，先行研究が示すプ
ラットフォーム・リーダーの４つの戦略的行動による分析においても，同社はイン
テルに比肩する程要件が揃っていた．ただし，これらの分析はあくまで静態的なも
のに過ぎず，ルネサステクノロジの成功如何は，現在進行中の標準化活動の行方次
第なのである．
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はじめに

本研究では，エレクトロニクス化の進展著しい自動車産業における標準化の動静に着目し，

主要プレイヤーがどのような戦略の下，そのビジネス・モデルを構築しようとしているのかに

ついて分析する．具体的には，日欧の主要な完成車メーカー，サプライヤ，半導体ベンダー，

ツールベンダーらが参加する標準化コンソーシアム（JasPar, AUTOSAR）における諸活動を

背景に，国内最大手の車載用半導体メーカーであるルネサステクノロジを事例としている．

これまで自動車産業では，完成車メーカーとサプライヤ，或いはサプライヤとサプライヤと

の間で密接な相互依存性を前提とした製品・部品の共同開発が行われてきた．しかし後に述べ

るように，車載用ソフトウェアの驚異的な増大によって２０００年頃からカーエレクトロニクス領

域での標準化の必要性が唱えられてきた．その主たる対象はソフトウェアの標準化にあるが，

この取り組みによるインパクトはソフトウェアの構造化や階層化だけに留まらず，各企業内の

組織構造，更には産業内の企業間取引システムにまで及ぼうとしている．我々の関心は，ソフ

トウェア標準化を震源とする大転換に際し，日欧の標準化コンソーシアムに参加する主要企業

がどのような意思決定を行っているのかを分析し，現在進行形の企業行動を記述することにあ

る．我々の研究のユニークな点は，このような大規模な標準化をセットメーカーの視点から論

じるのではなく，サプライヤの視点から論じることにある．

我々はこれまでにも同社を分析対象とした研究を進め，その成果を公表してきた（徳田

［２００５］，林［２００７］，佐伯［２００８］）．本研究は，それら過去の研究に対する追跡調査を含めた

更新版としての位置づけをも併せ持つ．

１．標準化と製品のモジュラー化

（１）標準化の先行研究

具体的な分析を進める前に，標準化とそれを可能にする製品モジュラー化の現象が先行研究

でどのように位置づけられているのかについて整理しておこう．まず，標準化についてである．

標準化には，その認知プロセスと適用範囲との２つの側面がある．認知プロセスは，標準が

形成されていく過程で公的標準化機関の関与の有無によって類型化される．公的標準化機関

（e.g. ISO／IEC, IEEE）が認定する標準はデジュリ・スタンダードであり，公的標準化機関が

介在せず，自由競争の結果事実上の標準になったものがデファクト・スタンダードである．し

かし，山田［１９９９］は，両者の区分は視点をどこに置くかによっても異なると指摘する．それ

は，「どの国がどの方式を採用するかは，各国の自由意思であり，ミクロ（国内）で見ればデ

ジュリ・スタンダードを獲得したものでも，マクロ（国際）で見ればデファクト・スタンダー

ドになっていないという事例は少なくない１）」からである．
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また近年増加傾向にあるのが，コンソーシアム型標準である．コンソーシアム型標準の特徴

は，「その標準に関係する企業が標準化に向けた協議をするコンソーシアムを形成し，そこで

統一された規格だけを標準として市場に投入しようという方法である．調整機関が公的機関で

はないという点で，デジュリ・スタンダードとは異なる．ただし，デジュリ・スタンダード同様

に，利害調整に時間を要するなど，公的標準と同様の問題は残されている２）」というものである．

このように標準化の認知プロセスにはいずれの手法にも一長一短が見られる．その上で，デ

ジュリ・スタンダードがその性格上標準形成に時間がかかり過ぎることや，デファクト・スタ

ンダードが一方的な独占を生み出す危険性をも孕むといったことが，コンソーシアム型標準が

増加する背景となっているのである．

いずれの方法を採用するにせよ，企業にとって標準化の効用は，ネットワーク外部性

（network externalities）による新規参入者の増加，そしてそれに伴う市場拡大にある．ネッ

トワーク外部性とは，ネットワークの規模が広がれば広がる程，財がもたらす便益が向上して

いくこと(Rohlfs［１９７４］，Oren and Smith［１９８１］）である．そしてネットワーク外部性には

直接的効果と間接的効果の双方が見られる（Kats and Shapiro［１９８５］）．直接的効果は，ネッ

トワークの拡大それ自体が価値を生む場合であり，電話器やファクス，インターネットの普及

等が挙げられる．間接的効果は，ネットワークに新規参入する補完製品が充実することで顧客

側の選択肢が広がる場合であり，例えば DVD再生機とコンテンツの関係等が挙げられる．こ

のように，ネットワーク外部性は産業の中核・周辺のいずれをも拡大する可能性を示唆してお

り，そのインパクトの大きさが多くの企業を標準形成に向かわせるインセンティブとなってい

るのである．

次に，標準化の適用範囲についてである．これは認知プロセスにある程度規定される側面が

あるが，熾烈を極めるグローバル競争と関連させながら見ていく必要がある．例えば，デジュ

リ・スタンダードは公的標準化機関が標準を管理するため，ライセンスを受けることで誰もが

参画できるという点で，適用範囲は広い．しかしながら，その絶対影響範囲は，公的標準化機

関自体の認知度によって左右される．国際的に認知される ISOと日本の国内規格である JIS

とでは，その適用範囲は大きく異なる．他方のデファクト・スタンダードもまた，標準を保有

する企業等の経済主体がどのレベルの競争でそれを築いたかによって適用範囲は異なる．マイ

クロソフトのWindows OSのようにグローバル規模の標準もあれば，ごく狭い市場の中で限

定的な標準もあり得る．

これに対してコンソーシアム型標準は，非競争領域での標準化の恩恵を受けるという意味で

の協
�

調
�

と，コンソーシアムに入るか否かによって市場の参入障壁を構築しうる競
�

争
�

との両方の

特徴を有する．また，コンソーシアムでは参加企業による情報アクセス権を段階的に設定する

ことも可能であり，同一コンソーシアム参加企業同士と言えども，その中で有利不利が発生す

ることは珍しくない．それゆえ適用範囲もコンソーシアムの参加企業によって恣意的に調整が
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可能である．とりわけグローバル規模の適用範囲を想定する場合，コンソーシアム内でも中核

的な役割を担っている企業は，標準化策定後の競争段階で優位に立つ可能性が高い．

しかしながら，いかなる標準化のプロセスを経ようとも産業内で競争優位性がある企業は，

必ずオープン・ポリシー企業のジレンマ（浅羽［１９９５］）に陥る．それは，競争優位性のある

企業がそれまで排他的に管理してきた自社規格や固有技術を公開しなければ市場は拡大しない

が，例え標準として採用されることで市場が拡大しても，競争が激化することによる機会費用

が発生することである．これはコンソーシアム型標準における中核企業であっても同様である．

標準の形成により，それまで相対的に劣位にあった会員企業は少なくとも平均水準までの技術

を得ることになる．ネットワーク外部性の効果を事前に予測することは困難であるため，予想

以上に市場が拡大しなかった場合，中核企業がコンソーシアムに技術移転することは大きな機

会費用を生むことになるのである．

（２）製品モジュラー化の先行研究

ここまでの標準化の議論を踏まえ，具体的に標準を形成するメカニズムについて先行研究を

整理する．全世界的な趨勢として，多くの工業製品はモジュラー化に向かいつつある．標準化

の基本的な要件として，広く共有されたインターフェースの存在が挙げられる．単一企業内も

しくは極めて緊密な関係性を持つ特定企業間でのみ共有される場合とは異なり，産業全体や複

数の産業にまで跨るインターフェース共有は，オープン・モジュラー化（以下，モジュラー

化）によって実現される．オープン型のモジュラー化とは，「本来複雑な機能を持つ製品やビ

ジネスプロセスを，ある設計思想（アーキテクチャ）に基づいて独立性の高い単位（モジュー

ル）に分解し，モジュール間を社会的に共有されたオープンなインターフェースでつなぐこと

によって汎用性を持たせ，多様な主体が発信する情報を結合させて価値の増大を図る企業戦

略３）」である．

また，製品のモジュラー化は産業構造にまで影響を与えるとされる．例えば Langlois and

Robertson［１９９２］は，製品のモジュラー化によって単一企業が全ての構成要素を内製するた

めのコスト（組織化コスト）が構成要素ごとに専門企業から調達するコスト（取引コスト４））

を上回るため，産業構造が垂直統合型から垂直・水平分業へと移行するという関係性を明らか

にした．

更に Baldwin and Clark［２０００］は，IBMシステム／３６０の開発を分析対象とし，モジュラー

化の諸特徴を体系化している．Baldwinらは，製品がモジュラー化されるメカニズムを６つ

のモジュラー・オペレーション（modular operation）によって理論的に説明した．モジュラー

化に必要とされるインターフェースは「可視情報」であり，システムの構成要素内の設計パラ

メータは「隠された情報」である．そのため，「隠された情報」はインターフェースに従う限

りにおいて設計の自由度が担保され，理論上はシームレスに動作することが保証されている．
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その上で Baldwinらは，モジュラー化の経済的合理性を金融理論のオプション理論によって

説明した．すなわち，モジュラー化が進行すると，明示化されたルールを遵守する限りにおい

て構成要素の「交換」が極めて容易となり，ある特定の構成要素に特化した企業群が誕生する

ことで産業内の水平分業化が促進される．これによって個々の構成要素の迅速かつ多様なイノ

ベーションが期待され，製品の付加価値向上に貢献するのである．また，「モジュラー化は，

強力な組織再編ツールである．それはシステムが機能する上で必要不可欠なコーディネーショ

ンの形態を維持しながら，同時に分権的な意思決定を可能にする．５）」と述べており，モジュ

ラー化が特定の構成要素ごとに産業クラスターの現出を招くことを指摘した．

Barldwinらが示唆したように，モジュラー化は個々の構成要素単位でのイノベーションを

活発化する．そして，構成要素間は「可視情報」であるインターフェースによって産業内で共

有されるため，一般にモジュラー化は構成要素単位での新規参入を容易にする．このことは，

個々の構成要素ごとの細分化された市場における競争の激化を意味するため，そういった影響

を考慮することなくモジュラー型製品のビジネスに参入することは，「戦略的なレバレッジや

他社との協調無しでの非集権化は，全くもって間違った組織戦略６）」である．そのため，激化

する競争環境下で平均以上の収益を獲得し続けるには，何らかの仕組みが必要となる．その１

つの解が，モジュラー化された製品の特定構成部品を中心にプラットフォーム・ビジネスを展

開することである．

標準を左右するアーキテクトは，プラットフォーム・ビジネスを構築することで，競合他社

よりも高い収益性を誇ることが可能である（Garud and Kumaraswamy［１９９３］，Morris and

Ferguson［１９９３］，Baldwin and Clark［２０００］）．それは，プラットフォーム・ビジネスが，

成功するマス・カスタマイゼーション（mass customization）を達成する方法となり得る

（Robertson and Ulrich［１９９８］７））からである．

このように，モジュラー環境下でも高い収益性を可能とするプラットフォーム・ビジネスに

ついて，主にインテルを事例にその諸特徴を体系化したのが Gawer and Cusumano［２００２］

である．プラットフォームは，下位システムが相互にイノベーションを創発しあう進化的シス

テムという特性を持つ．Gawerらは，インテルとその他数社のプラットフォーム・リーダー

企業を取り上げ，それらが採用している４つの戦略的行動を抽出した８）．第１の「企業の範

囲」とは，何を企業内で行い，何を外部企業に任せるかの意思決定である．第２の「製品技術」

とは，システムのアーキテクチャ（モジュラー化の程度），インターフェース（オープン化の

程度），知的財産（プラットフォームやインターフェースの情報をどこまで他社に開示する

か）に関する意思決定である．第３の「外部補完業者との関係性」とは，外部補完業者との協

調と競争の関係，合意形成，利害対立に関する意思決定である．そして第４の「内部組織」と

は，上記３つの戦略的行動を支持するため，いかに組織を設計すべきかの意思決定である．プ

ラットフォーム・リーダーは，これらを駆使することで産業のアーキテクトとなり得るのである９）．
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また Gawerらは，プラットフォーム・リーダーが確立される産業には一定の条件が必要で

あると述べている．その基本要件とは，「ある企業の製品が，単独で使用されると限られた価

値しか生まないが，他の補完製品と共に使用されることで価値が増大する１０）」という特徴が

見られる場合である．すなわち，モジュラー環境下で平均以上の収益をあげるためには，そこ

での産業特性の見極めを欠かすことはできない．逆に言えば，プラットフォーム・ビジネスの

展開に不適合な産業では，有効な戦略は別途検討が必要ということである．

２．カーエレクトロニクス市場における標準化の必要性

（１）開発効率低下の量的要因

カーエレクトロニクス領域で標準化が求められるようになった背景には，市場の急速な拡大

とシステムの複雑化がある．すなわち，カーエレクトロニクスのシステム開発における効率の

低下が許容範囲を超える程深刻になったのである．本節では，カーエレクトロニクスのシステ

ム開発における効率低下の要因を量的側面と質的側面の双方から整理する．

まず，量的要因についてである．自動車産業は BRICsをはじめとする新興国市場の本格的

成長に伴い，その規模を拡大し続けている．環境技術への注目度が高まったことも相まって，

小型車に優れる日本企業は順調に生産・販売台数を伸ばしてきている．完成車メーカーの成長

は，部品を供給するサプライヤとの取引量拡大をもたらす．例えば，国内における自動車部品

の出荷動向は次のようになっている．日本自動車部品工業会［２００７］によれば，２００６年度の日

本の自動車部品出荷額総計は１８兆９，９９２６億円であり，前年度比１０８．４％と増加傾向にある．

このうち，広義のカーエレクトロニクス部品の出荷額は６兆７，５７０億円であり，出荷額総計に

占める比率は３５．６％である１１）．このように国内だけを見ても自動車部品，そしてカーエレク

トロニクス部品の市場は巨大であり，今なお成長を続けている．

アクセサリ機能 周辺的機能 本質的機能

1％ 22％ 40％

1980
2005 2015

カーステレオ　カーエアコン
間欠ワイパー等

電動パワステ　ABS　ETC
カーナビ　エンジン制御
エアバック等

自動走行　衝突前検知
テレマティクス　X-by-Wire等

図１ カーエレクトロニクス部品のコスト占有率推移

出所）ルネサステクノロジ提供
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自動車部品に占めるカーエレクトロニクスの増加傾向は，車両に占める調達コスト占有率の

推移からも確認することができる（図１参照）．カーエレクトロニクスの進出分野は，主要シ

ステムの周辺分野から中核機能を担う分野にまで拡大している．注目すべきは，ブレーキ関連

部品やエアバッグのように乗員の生命を直接左右する部品にまでカーエレクトロニクス化が進

んでいることである．このことは，カーエレクトロニクスに対する信頼性が飛躍的に向上した

ことを意味している．最新のカーエレクトロニクス領域では，自動走行や衝突前検知のように

複数のシステムが連携・協調することによる高度な制御が実現されている．カーエレクトロニ

クス部品のコスト占有率は普通車で約４０％，ハイブリッド車では５０％にまで及ぶが，今後も新

しいシステムの搭載が数多く予定されており，増加傾向は当面変わらないであろう．

カーエレクトロニクス部品の中でも，顕著な増加傾向が見られるのは ECU（Electronic

Control Unit）である．この ECUに車載用半導体が多数実装され，システム LSIの一種であ

るMCU（Micro Contoller Unit : MCU）にソフトウェアが組み込まれている．現在，車１台

あたりに搭載される ECUの個数は，高級車では７０個超，高度な制御を必要とするハイブリッ

ド車では１００個程度と言われる１２）．

ECUの増加とはすなわち，開発されるソフトウェアの増加を意味する．１９９４年から２００３年

までの１０年間で，ソフトウェアの開発規模は実に１５倍に拡大したと言われる１３）．しかしながら，

後述する質的要因の影響が大きく，ソフトウェアの開発効率は殆ど改善されないままであった．

これによって，近年ソフトウェア開発のリソース不足が常態化している．これがカーエレクト

ロニクスの開発効率低下の量的要因である．

（２）開発効率低下の質的要因

続いて，質的要因についてである．ソフトウェアの開発効率が低下するメカニズムは，前述

の開発工数の量的増加という要因と，そして以下で論じる質的要因とが負の相乗効果をもたら

すことにある．質的要因は大きく３点に集約される．

第１に，カーエレクトロニクスのソフトウェアが，もともと他部品との連携やソフトウェア

そのものの再利用についてあまり考慮されることなく，各サプライヤ内で部分最適に開発をさ

れてきたことである．そのため各サプライヤが開発するソフトウェアは，該当するサプライヤ

が自身の判断で採用した特定半導体ベンダーのMCU上でしか動作しないという決定的な弱点

を持っていた．更には，カーエレクトロニクス市場における取引のあり方による影響も大き

かった．一般的に１つの車種において，カーエレクトロニクスの電子制御システムを形成する

センサ・ECU・アクチュエータを担当するのは各々全く別の企業であることが多い．そのよ

うにして調達された各部品の接続検証は完成車メーカー主体で行われ，不具合が発生すればサ

プライヤに対して設計変更が指示される．これはあくまで事後的な検証のため，システム全体

を単独のサプライヤが開発することに比べて部品間のマッチング・コストが割高になってしま
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う．つまり，ここでも附加的なコストが発生していたのである．

第２に，ユニット間の通信方式，つまり車載 LANの規格が完成車メーカー独自の規格１４）で

展開されてきたことである．現在，車載 LANには CAN（Controller Area Network）という

事実上の標準規格が存在するが，各社の独自規格と並立してネットワークが組まれているため，

結局のところ他社システムとの互換性は極めて低いというのが実状である．

また，CAN規格は今後開発される電装部品に必要とされる信号伝送速度をカバーできなく

なると言われている１５）．車載 LANは要求される通信速度や信頼性，コストに応じて複数の規

格が併存することは致し方ない．しかし，後述する次世代規格として注目される FlexRay以

外にも，ポスト CANを巡って高信頼性と低コスト化を目指した規格が複数存在する．完成車

メーカー独自の車載 LAN規格の乱立は，これもまたサプライヤに各社独自の規格に対応する

ためのソフトウェア開発を強いることとなり，結果としてソフトウェアの開発工数を余計に増

加させてきたのである．

そして第３に，カーエレクトロニクスにおける異なるシステム同士の複雑な連携・協調が主

流となってきていることである．システム同士の連携・協調という変数が加わることによって，

直接的なソフトウェアの開発のみならず，完成車試作の段階で極めて複雑な検証工程が必要と

なる．ソフトウェア開発の現場は完成車メーカーもサプライヤも慢性的な人手不足に陥ってい

る．また，開発や検証作業でのリソース不足は，単に開発効率の低下や開発リードタイムへの

悪影響のみならず深刻なソフトウェア不具合を実際に生んでおり，品質保証上大きな問題と

なっている．自動車には乗員保護という重要な使命があるため，ソフトウェアの不具合が致命

的な事故に結びつく可能性は否定できない．

以上，ソフトウェア開発効率低下の要因について，量的側面・質的側面の双方から実態を整

理した．カーエレクトロニクスへの要求が高度化することで，ソフトウェアの絶対開発工数は

著しく増加してきた．しかし，ソフトウェアの互換性の低さ，企業間の車載 LAN規格の違い

を抜本的に解消する取り組みがされてこなかったこと，制御アルゴリズムの複雑化が同時並行

的に進んだことにより，ソフトウェアの量的拡大を効率化することが十分にはできなかった．

そのため，目前の開発プロジェクトを処理するために，非効率なソフトウェア開発をひたすら

人海戦術に頼らざるをえず，無駄な開発工数が増えるという悪循環に陥っている．このような

背景から，自動車産業ではソフトウェアの標準化が真剣に議論されるようになってきたのである．

３．ルネサステクノロジの標準化戦略

（１）車載用半導体事業の概要と主力製品

ルネサステクノロジは，２００３年に日立製作所（除，メモリ事業）と三菱電機の半導体部門が

分離・統合して設立された半導体専業メーカーである．資本金は５００億円，株主構成は，日立
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製作所５５％，三菱電機４５％となっている．従業員数は２６，５００人（２００７年３月時点），２００６年度

の連結売上高は９，５２６億円であった．主要製品はシステム LSI，ディスクリート，メモリ等で

あり，設計・生産・販売を手がける IDM（Integrated Device Manufacturer）である．ルネ

サステクノロジの半導体製品は，民生，車載を問わず幅広いラインアップを持つが，以下車載

用に限定して議論を進める．

まず，世界の車載用半導体市場における主要プレイヤーを確認しておこう．２００５年時点で，

世界１位は２００４年に米モトローラの半導体部門がスピンアウトした Freescale１６），２位は１９９９

年に独シーメンスの半導体部門がスピンアウトした Infineon，３位が伊仏合弁の STmicro１７）

となっており，ルネサステクノロジはそれらに続く４位である．各社主力製品の構成は異なり，

首位の FreescaleとルネサステクノロジはMCUを得意とする半導体メーカーであり，この点

はルネサステクノロジの国内最大の競合相手である NECエレクトロニクスも同様である．ま

た，半導体専業メーカーとして最先端の製造プロセスに投資することで，１２インチ（３００m／m)

ウエハ使用，CPU処理速度の高速化，メモリ大容量化といった大量生産・高機能化を追求し

ている．

表１ ルネサステクノロジの車載用MCUシェア

出所）ルネサステクノロジ提供

次に，ルネサステクノロジの主力製品であるMCUについてである．表１に示すように，ル

ネサステクノロジは国内外を問わず幅広いアプリケーション向け車載用MCUで高いシェアを

保持している．国内市場では，多くのアプリケーションで概ね過半ないしそれ以上のシェアと

なっている．その中でも国内外双方において，とりわけ高速処理・大容量が要求される情報及

びエンターテインメント領域でのMCUに強みを持つ．情報系カーエレクトロニクスは今後も

新しいシステムの採用や搭載率の上昇が見込まれるため，同社の位置づけは将来的な競争上有

利にあると言えよう．このような高機能型のMCUに強みを持つ理由として，同社が日立製作

所や三菱電機を母体に持ち，車載用よりも高機能化が早い民生電子機器のMCUを手がけてき

たことが挙げられる．

続いてMCUの製品特性についてである．MCUは基本的に汎用電子デバイスであるが，以

カテゴリ アプリケーション 国 内 全世界

情報，エンターテインメント カーナビゲーション ８０％ ６０％

ボディ＆セキュリティ ダッシュボード ４２％ １９％

セーフティ エアバッグ ８４％ ２５％

パワートレイン エンジン，トランスミッション ５８％ １７％

シャシー 電動パワーステアリング ４２％ １４％
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前は顧客の要望に応えてカスタムMCUを開発・生産することも多かった．しかし，このカス

タムMCUは年々減少している．その背景には，半導体プロセスの継続的な微細化による設備

投資額の高騰がある．そのため，顧客が１社単独でカスタムMCUの開発費や投資を償却する

ことが困難になりつつあり，近年はもっぱら汎用MCUの取引が主となっている．同様の理由

で，特定の顧客仕様を回路で作り込む ASICも減少している．ただし，ルネサステクノロジに

とってこれまで取引に結びつけられなかった顧客へのアプローチやシェアアップのために，同

社では今後も引き続きカスタムMCUには取り組む意向がある．

専
用
回
路
（
ラ
ン
ダ
ム
・
ロ
ジ
ッ
ク
）

標
準
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス

メモリ
ROM・RAM

CPU

LCDコントローラ
／ドライバ

アナログ回路
A/D　D/A

システムLSI（1chip MCU）

音声処理回路

画像処理回路

図２ MCUの内部構造

出所）藤広［２００５］，p．６６

図２に示すように，MCUの内部構造は機能要素の組み合わせに近い．そのため，開発にあ

たっては顧客の幅広い層で必要とされる機能を絞り込み，それら諸機能ごとにまとめられたモ

ジュール単位での回路をMCUとして配置していくことになる１８）．他にも，CPUの処理速度，

メモリ容量，各種インターフェース等の組み合わせによってシリーズ化することで，汎用品で

ありながら幅広いユーザー層の要求に応える（マス・カスタマイゼーション）ことができる．

これらの諸要素は，MCUの世代交代によって再検討されていくものであるが，CPUの処理

速度とメモリ容量に対する市場要求は常に増大の傾向にある１９）．

（２）ルネサステクノロジのビジネス・モデル

ルネサステクノロジの概要を押さえた上で，以下同社のビジネス・モデルについて議論を進

める．国内外のMCU市場で高いシェアを誇る同社であるが，純粋な利益という意味では課題

が見られる．図３に示すように，同社の利益は，ウエハー当たり価格の低下，そしてウエハー

コストと設計コストの上昇によって圧迫されている．世界的に自動車事業は拡大基調にあり，
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市場性という意味では成長の余地があるものの，売価・原価双方からの利益圧迫は見過ごすこ

とができない状況にある．

半導体の微細化は，現在までのところ経験則であるムーアの法則に従って１８ヶ月で約２倍の

集積度上昇を継続しており，極めて微少な回路を設計するコストは上昇し続けている．ウエ

ハーコストは半導体製造前工程における設備投資額の純増に規定されるため，容易に低減する

ことは難しいが，設計コストは開発プロセスの効率化によって一定の低減が見込まれる．よっ

て同社では，当面の内的課題としてこの問題に取り組んでいかねばならない．

ウエハー当り金額

設計コスト

ウエハーコスト

設計コスト削減
課題

（Per Wafer）

year

Lo
g.

S
ca

le

図３ ルネサステクノロジの事業上の課題

出所）ルネサステクノロジ提供

ルネサステクノロジではこのような課題への解として，システムソリューションの基本戦略

を策定している．車載用半導体市場の拡大に伴い，顧客が採用するシステムは多様化している．

そのため，カーエレクトロニクスの中核部品であるMCUの技術力を背景に，同社ではソ

リューション提案を志向している．これには，提案に値するだけのアプリケーションを検討し，

顧客に採用してもらうだけの高い技術力，そして自動車産業ならではの厳しい QCDへの対応

力が必須となる．他にも，技術の融合やソフトウェアの爆発的増加といった課題は多い．同社

はこれらの諸課題に対応するため，競争優位を保持するMCUを基幹として，以下の４点の基

本戦略を定めている．

第１に，プラットフォーム化の加速である．MCUのようにモジュラー化された製品の場合，

モジュール単位の改良が可能となる．ゆえに，標準化されたインターフェースを事前設計し，

応用性の高いプラットフォームの使用を通じて既存知識を維持することで（Garud and

Kumaraswamy［１９９３］），設計・開発の合理化（設計コストの低減）を目指しているのである．

第２に，ITDM（Integrated Technology & Device Manufacturer）としてのインフラ強化

である．これは，同社の事業ドメインを規定したものである．日本の主要な半導体企業はいず
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れも IDMであり，開発・生産・販売を垂直統合している２０）．しかし，近年は米国のファブレ

ス（生産機能を持たない），台湾のファウンドリ（生産機能に特化）といった専業型ビジネス・

モデルの優位性が注目され，伝統的な IDMは相対的に劣位にあるとされることもある．ルネ

サステクノロジはそういった評価を踏まえた上で，伝統的 IDMに技術力（Technology）の絶

対価値を付加し，グローバル規模での競争を続けていく意向を示している．

第３に，強いマイコンの強化である．ルネサステクノロジは主力製品であるMCUの競争力

を強化し，不具合ゼロを目指す「ゼロディフェクト（zero defect）」の実現を目指している．

同社の命運を握る主力製品の競争力強化は，先に掲げたプラットフォーム化，ITDMの事業

ドメインをバックアップするために欠かすことができない．

そして第４に，パートナーシップの強化である．詳細は次項に譲るが，これが意味するのは，

自動車産業で進められるコンソーシアム型の標準化活動における半導体分野での主導権獲得で

ある．標準化活動という最上流工程に積極的に関与することで，自社に有利な標準を業界内で

普及させ，先行者利益を獲得するという戦略である．

以上の４つの基本戦略が示唆することは，同社が伝統的 IDMというビジネス・モデルを踏

襲しつつも，これまで日本の半導体企業（或いはセットメーカーも含めて）が苦手としてきた

プラットフォーム・ビジネスの展開を志向しているということである．そのための中核デバイ

スはもちろんMCUであり，その信頼性を背景に標準化活動でも主導権を握るというものであ

る．そしてこの標準化の取り組みこそが，同社における車載用半導体事業にとって最も重要な

戦略となっているのである．

車載用半導体ビジネスユニット

車載用半導体 国内営業部

車載用半導体 海外営業部

車載用応用 エンジニアリング1部
（パワートレイン　エアバック　ボディ他）

車載用応用 エンジニアリング2部
（カーオーディオ　カーナビ　CIS他）

自動車情報システム設計部

車載用MCU設計部（MCU Div.）

混載信号IC設計部（車載用）（MSIG Div.）

図４ ルネサステクノロジ車載用半導体事業における組織

出所）ルネサステクノロジ提供（部門名は実際の邦語名称とは異なる）

ルネサステクノロジではこれらの基本戦略を遂行するにあたり，２００７年４月に全社的な組織
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改編を行った．その中で自動車事業部の組織は図４のようになっている．同事業部は，国内外

の営業部門，アプリケーション別の開発部門，そして得意領域である情報システムの設計部門

から構成される．これに加えて，他事業部との連携としてMCU設計部門，混載信号 IC設計

部門とが協力する体制になっている２１）．

同社では，基礎研究は母体である日立製作所，三菱電機の研究所等に委嘱しており，その研

究成果を元に応用研究と製品開発に特化している．このような先端研究のアウトソースが比較

的容易なのは，同社が総合電機メーカーを出身母体に持つ利点と言えるだろう．

ルネサステクノロジが日立製作所や三菱電機のようにグローバル規模で活躍する総合電機

メーカーから分離・設立された時に継承した正の遺産は，グローバル展開のありようにも現れ

ている．２００３年に同社が設立された時に，ルネサステクノロジは日立製作所，三菱電機が既に

展開していた半導体事業の拠点を相続した．それには開発・生産・販売の全てが揃っており，

同社は半導体専業メーカーとして自立した瞬間から，グローバル規模での主要プレイヤーとし

ての企業行動を宿命づけられていたのである．

同社ではこの体制を強化し，世界各地に生産拠点を構える完成車メーカー，電装部品メー

カーが地域完結的に取引できるよう，シングルポイントアクセスを実現している．すなわち，

各地域の顧客の要望は，該当地域内で営業・設計・応用技術開発・生産・品質保証の全てが１

セットになって対応するということである．シングルポイント実現の上での要諦は，グローバ

ル規模での開発機能の強化である．多くの製造業で共通することであるが，販売や生産が比較

的多国籍化しやすいのに比べ，開発機能は最後まで本国に残される傾向が強い（Dunning

［１９９３］）．しかし，ルネサステクノロジは日米欧亜の各地に開発拠点を置くことで２２），地域完

結的な IDMとなっているのである２３）．

（３）標準化コンソーシアムにおけるルネサステクノロジの役割

続いて，日欧の自動車産業で進められている標準化コンソーシアムでのルネサステクノロジ

の役割についてである．まず，同社がこれまでどのような標準化活動に参画してきたのかを整

理したものが表２である．

標準化活動名称 参画時期
CAN １９９９
ISO １９９９
LIN ２００１
Safe-by-Wire Consortium ２００２／７
FlexRay Consortium ２００２／１２
AUTOSAR Consortium ２００４／７
JasPar Consortium ２００５／７

表２ ルネサステクノロジの標準化活動参画履歴

出所）ルネサステクノロジ提供
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同社では１９９９年の CANをはじめ，様々な標準化活動に参画してきた．以下，直近参画した

日本の標準化コンソーシアムである JasParでの活動を中心に，同社のコンソーシアムにおけ

る取り組み，期待される役割について議論を進める．

JasParの最終目的は，増大するソフトウェア開発をいかに効率化するかにある．その方途

として，アプリケーションとミドルウェアのインターフェースである API（Application

Programming Interface）の標準化，車載 LANの標準化，そしてソフトウェアとハードウェ

アのインターフェース標準化，これら３点が主要な活動領域となっている．これらの標準化が

完遂されると，理論的にはソフトウェアの互換性が担保され，ソフトウェアとハードウェアの

相互依存関係が解消する．このことによって，ソフトウェアの再利用性の向上，そして構造化

が促進され，開発効率性が改善されるのである．

標準化活動での取り組みは，大きくアップ・ストリーム（up stream）活動とダウン・スト

リーム（down stream）活動とに分けることができる（徳田［２００５］）．前者は直接標準策定プ

ロセスに関与し，仕様検討や様々な実験をこなす能動的取り組みであり，後者は決定した標準

を自社の事業活動に落とし込むことを中心とした受動的取り組みである．これらの相違点から

も明らかなように，アップ・ストリーム活動に携わるためには，産業内で合意を得るための技

術的根拠，主体的に仕様検討する企業としての信頼性，コンソーシアムに注力できる人的資源

の確保，そして標準化の仕様検討に関わる費用負担２４）といった諸要件が必要である．このよ

うな要件を満たすのは，通常では各産業や各製品で一定の地位を築いている企業でなければ難

しい．実際，JasParをはじめとする各種標準化コンソーシアムの実務的役割を担うWG

（Working Group）の主査には，特定分野でトップクラスの企業が揃っている．JasParのよ

うに多くの関連企業が参画するコンソーシアムであっても，実際様々な技術的検討を行い，仕

様決定に直接関わることができる企業は限られている．ルネサステクノロジは，そのような少

数の能動的取り組みに関わっているのである．

ルネサステクノロジにおけるアップ・ストリーム活動の狙いはこうである．すなわち，標準

仕様を自社技術の延長線上で確定することにより，標準仕様準拠製品市場の立ち上がりと同時

に先行者利益を獲得するというものである．そのため，標準化活動に積極関与することで，適

合試験基準を熟知したり，自社に有利になるよう標準仕様を誘導していったりといった取り組

みを行っている．また，各社の思惑であれもこれもと新しい項目が標準仕様に加えられる過剰

性能志向を抑制することも重要な取り組みの１つとなる２５）．

このような取り組みの含意は，ルネサステクノロジにとっての標準化活動とは，標準仕様を

熟知するための「学習の場」でもあり，自社の技術ロードマップと産業の方向性を一致させる

「相互作用の場」でもあるということである．そしてそれは，ルネサステクノロジが国内外で

確立してきたMCUの技術力を背景とする能動的関与によって実現されようとしている．

また，表２で確認したように様々な標準化団体で技術的主導権を掌握することは，関連する
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団体間での仕様の横展開を容易にする．例えば，欧州の標準化コンソーシアムである

AUTOSARと JasParでは，会員企業の相互乗り入れが顕著であり，内部で検討する車載

LAN規格は FlexRayを採用している．このように，１つの標準化団体で採用された基準が他

の標準化団体に移転・承認されることで，グローバル標準が確立される．ルネサステクノロジ

はグローバル規模で展開する半導体ベンダーとして，このような標準適用範囲の拡張を視野に

入れているのである．

（４）ルネサステクノロジにおける標準化戦略の分析

前述の同社における基本戦略にもあるように，ルネサステクノロジは主力製品であるMCU

開発技術の優位性を背景に，産業内で共有される標準仕様を自社の技術ロードマップに引き寄

せ，標準仕様に準拠した製品群をプラットフォーム化して展開しようとしている．MCUがモ

ジュラー型製品であり，かつ標準化活動にも積極的に関与していることから，同社がプラット

フォーム・ビジネスを展開するための土壌は整いつつあるように見える．以下では，先行研究

で検討したプラットフォーム・リーダー企業が採用する４つの戦略的行動の枠組み（Gawer

and Cusumano［２００２］）によって，ルネサステクノロジのプラットフォーム戦略を Gawerら

が分析対象としたインテルとの比較によって分析する．

表３ ルネサステクノロジとインテルのプラットフォーム戦略比較

出所）Gawer and Cusumano［２００２］を参考に筆者作成

まず企業の範囲については，両社ともに IDMを基本とする半導体専業ベンダーである．し

かし，後述するようにインテルは補完製品にも部分的に参入しているため，ルネサステクノロ

ジの方がより顕著な専業の形態である．

製品技術については，ルネサステクノロジが既にプラットフォーム・リーダーとなったイン

テルの戦略に近づいていく過程にある．主力製品はシステム LSIであり，モジュラー型の製

４つの戦略的行動 ルネサステクノロジ インテル

企業の範囲
半導体専業（事業ドメインを ITDMに規定）
（部分的にドライバや補完技術の為のソ
フトウェア開発は行う）

基本的には半導体専業（伝統的な IDM）
（部分的にドライバや補完技術の為のソ
フトウェア開発は行う）

製品技術

製品のアーキテクチャ：モジュラー型
インターフェース：不完全オープン

※標準化活動でオープンに移行中
知的財産：内部情報は秘匿

※JasParでは原則フリー

製品のアーキテクチャ：モジュラー型
インターフェース：原則オープン
知的財産：内部情報は秘匿

外部補完業者
との関係性

コンソーシアムでの協働で関係構築中
自社に有利な標準化策定（戦略的協調）
と実装・製品化（競争）の為の学習を継続

外部補完業者との長期継続的関係構築
標準技術の共有（協調）と標準技術の実
装・製品化（競争）の分離

内部組織 半導体に特化しているため補完製品市場
への参入に関する内部対立は起こらない

補完製品市場への参入グループを分離
部門間対立を内部プロセスで調整
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品アーキテクチャである．しかしながらインターフェースに関しては，インテルがオープン化

しているのに対して，ルネサステクノロジは不完全なオープンに留まる．このことは，カーエ

レクトロニクス領域で標準化が進められていることからも明らかである．JasPar等が進める

標準化が完遂されれば，ルネサステクノロジのインターフェースもより完全なオープンに近づ

くことになる．また知的財産は両社ともに製品内部の情報開示は行っていない．これは両社の

コア・コンピタンス（core competence）にあたるため，当然ながら開示することはない．た

だし，JasParでの標準化活動では，その過程で開発された固有技術は原則として知的財産権

を取得できないため，情報はコンソーシアム内で共有されることになる．

外部補完業者との関係については，インテルがネットワーク内の補完業者と信頼をもとにし

た長期継続的関係を構築している．それは，インテルがアーキテクトとして産業の規模を拡大

し，補完業者との間で win-winの関係を構築しようと長年努力してきた結果である．また，

インテル自身が協調と競争の違いを明確に理解しており，同社があくまで標準技術の実装・製

品化で優位性を持っているからこそ，協調の段階でアーキテクトとしての振る舞いが可能なの

である．それに対してルネサステクノロジでは，JasPar等のコンソーシアムを通じて他社と

の関係を構築している最中である．前述の知的財産の扱い方にもあるように，コンソーシアム

内では標準技術は共有されるため，協調領域での信頼は形成されるはずである．しかしながら

ルネサステクノロジが多分に戦略的なのは，協調の領域を自社の技術ロードマップに載せてし

まおうとしている点である．その上で，競争の段階では自社に有利な形で迅速な製品投入を行

い，先行者利益の獲得を狙っているのである．

最後に内部組織についてであるが，Gawerらの枠組みが意味する内部組織とは，プラット

フォーム・ビジネスの部門とは別に補完製品にも参入する部門の有無に特化した議論である．

ルネサステクノロジは半導体に特化しているため，ここでの議論の対象にはならない．むしろ，

そういった対立要因が初めから存在しないことは，プラットフォーム・ビジネスを進める上で

有利な要素なのかもしれない．ここでは，インテルの方が多分に戦略的である．

以上の分析を総合すると，ルネサステクノロジは標準化活動を契機に，車載用半導体事業で

プラットフォーム・リーダーを目指す上での諸要件を概ね満たしつつある．４つの戦略的行動

のうち，現状で明確にインテルに劣るのは製品技術の項目であるが，これは標準化の取り組み

自体によって解消される性格のものである．またルネサステクノロジが補完製品市場への多角

化を想定していないことは，外部ネットワークとの信頼を形成する上で好材料である．唯一懸

念すべきなのは，外部補完業者との関係性において戦略的志向がやや強く表れている点であろ

う．このことが他社との信頼形成にどのように作用するのかは不透明である．営利企業として，

更には高い技術力を持つ企業として，このような戦略的な取り組みはある意味当然のことでは

ある．しかし当然であるがゆえに，ネットワーク内の他社に無用な緊張をもたらすことのない

よう，同社には慎重な標準化への取り組みが必要とされる．
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おわりに

本研究では，カーエレクトロニクスの急速な発展と普及という状況下で，主要プレイヤーが

どのような戦略によって自社のビジネス・モデルを構築しようとしているのかを，車載用半導

体国内最大手のルネサステクノロジを事例に議論してきた．ルネサステクノロジでは，自社の

ドメインを伝統的 IDMにソリューション提案力を強化した ITDMに規定し，現在競争優位を

持つMCUの強化によってビジネスを組み立てようとしている．

その基本戦略は，自動車産業で進められる JasPar等の標準化活動に多角的かつ能動的に参

画し，自社に有利な標準を産業内で共有することである．そして同社は，その優位性を最大限

に活かしつつ，製品のプラットフォーム化によって最小コストで最大利益を追求しようとして

いる．また，同社はグローバル規模で開発・生産・販売が可能であり，それによってグローバ

ル・スタンダードを掌握することが可能になるかもしれない．

先行研究が示すプラットフォーム・リーダーの４つの戦略的行動による分析においても，同

社はインテルに比肩する程要件が揃っていた．ただし，これらの分析はあくまで静態的なもの

に過ぎず，ルネサステクノロジの成功如何は，現在進行中の標準化活動の行方次第なのである．

最後に，残された課題について３点言及しておこう．まず第１に，ルネサステクノロジのプ

ラットフォーム戦略を継続観察することである．本研究における静態的な分析がどのような帰

結を見るのか，これは興味深く見守りたい．第２に，第１の課題と関連するものの，車載用半

導体事業で直接競合関係にある他社（NECエレクトロニクスや Freescale等）との戦略比較

を行い，ルネサステクノロジの標準化戦略の有効性をより詳細に分析することである．第３に，

コンソーシアム型標準における標準策定プロセスの詳細な分析である．各種標準化コンソーシ

アムはその性格上，外部からの観察が極めて困難である．そのため，コンソーシアム内での意

思決定のメカニズムや会員企業個々の動静等は，学術的見地からの分析を前提とした参与観察

に拠るしか手段がない．我々は既に JasPar等の内部観察を継続して行っている．その上で，

今後はコンソーシアムの運営を学術的に分析・評価する作業が必要となる．

［謝辞］本稿執筆にあたり，本誌の匿名レフェリーの先生方から貴重なコメントを頂戴しまし

た．記して感謝申し上げます．

本研究は平成１７年度産業技術研究助成事業費助成金研究課題「自動車車載電子制御システム

の日欧標準化推進コンソーシアムにおける標準策定プロセスおよびコンソーシアム運営手法の

国際比較・分析」（研究代表者：徳田昭雄）により助成を受けた研究の一部である．
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を喚起する触媒技術の重要性を指摘している．そのためこのような触媒技術を知的財産権で防

御することは，標準形成上負の影響しか与えないのである．Ibid., pp．５４－５５参照．

１０）Ibid., p．２４５参照．

１１）ここでは，電装品・電子部品（分類番号２００番台），照明・計器など電装品・電子部品（３００番台），

用品のうちカーラジオ（７２０），カーステレオ（７２１），冷房装置（７３１），暖房装置（７３２），情報

関連部品（８００番台）を広義のカーエレクトロニクス部品として計上している．ただし，その他

の分類番号の部品であっても電子制御化されている部品があり，実際の比率はもっと高いと予

想される．

１２）ECUの増加に伴い，ECUと他の電装部品とを物理的・機能的に連結するワイヤー・ハーネス

も比例して増加してしまう．これもまた，現在のカーエレクトロニクスにおける大きな問題点

となっている．

１３）標準的な車両１台分のソフトウェアは約４００万行（カーナビ分除く），国産高級車で約７００万行と

言われる．

１４）トヨタの BEAN，日産の IVMS，ホンダのMPCS，マツダの PLANET，三菱自工の SWS等

である．

１５）CANの最大伝送速度は高速 CANが１Mbps，低速 CANが１２５Kbpsである．これに対して次

世代規格の最有力候補である FlexRayは，欧州の標準化団体で１０Mbpsが検討されている．

１６）Freescaleは２００６年１２月に Blackstone Group等によって買収され，上場を廃止している．フリー

スケール・セミコンダクタ・ジャパン株式会社プレスリリース２００６年１２月５日 http : //www.

freescale.co.jp/ 参照．
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１７）１９８７年に伊 SGS，仏 Thomson半導体部門の合弁による設立．１９９８年に Thomsonが撤退し，

現在の社名になった．

１８）汎用MCUの仕様決定比率は，ルネサステクノロジ７割，顧客３割とされ，多くがルネサステ

クノロジの意思決定による．

１９）例えば，エンジン制御用MCUの性能推移は次のようなものである．処理速度は１９８０年以降１０

年で２０倍ずつの増加，メモリ容量は同１９８０年以降１０年で８倍ずつの増加を継続中である．林

［２００７］参照．

２０）IDMは開発と生産の擦り合わせ的連携に強みを持つが，製品特性同様に価値連鎖自体がモジュ

ラー的に分割可能な半導体事業では，一般的に特定機能の専業メーカーの方が経営上の意思決

定スピードが早い点で柔軟性が高い．また生産に特化して言えば，設備投資負担が極端に大き

い現在の半導体産業では，多数の顧客から大量の生産を請け負うことで，規模の経済や範囲の

経済に優れるとされている．

２１）生産技術については，全社横断組織である生産本部が担う．林［２００７］参照．

２２）ルネサステクノロジでは，今後もグローバル規模での開発拠点を充実する予定がある．２００８年

から２００９年にかけて，各拠点の開発人員を大幅に増加させると共に，各地域で重点的に取り扱

う製品を定めることで，開発拠点の質・量双方を強化する．前掲参照．

２３）ただし，北米には生産拠点のみ存在しない．

２４）JasParでの標準化の取り組みに発生する費用は，基本的に参画企業の自己負担となっている．

そのため，中核で仕様検討する企業の負担はかなり重い．

２５）更に同社では，JasPar等で検討されているプラットフォームのハードウェア依存部分（半導体

ベンダーの CPUコア，ペリフェラル機能によって個別対応が必要な部分）と顧客（ECUメー

カー等）固有の技術に対応するハードウェア依存部分とをパッケージ化していくことを検討し

ている．顧客はルネサステクノロジのMCUとそのMCU依存ソフトウェアを使うことで，容

易に最新のプラットフォーム構築が可能となる．このように同社では，標準仕様だけでなく，

各社固有の技術まで取り込んだプラットフォーム提供を目指している．
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Standardization Strategy of Renesas Technology in the Car Electronics Market
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Abstract

In this paper, we analyzed how the companies belonging to auto industry would try to

construct their business method and what strategy they would adopt, focusing on the

dynamics of standardization in auto industry which had been in rapid progress of car

electronics. Concretely, we made Renesas Technology Corp., the biggest automotive

semiconductor manufacturer in Japan, an analysis object, and analyzed the strategy. Our

concern was to clarify below. That was how the companies that had participated in

standardization consortium in Japan / Europe, faced on the large conversion in inter−firm

transaction system that had started from software standardization, made decisions. Then,

we would describe those business behaviors of present progressive.

The basic strategy of Renesas was to participate in many standardization consortiums

(i.e. JasPar, Autosar) actively, and to propose advantageous standards for its company.

Furthermore, Renesas had tried to pursue maximum profit by minimum cost in using the

platform of their product. And, the condition for them to pursue the platform strategy had

become complete by doing as the rivalry to the Intel. However, there is only static analysis.

It depends on the action within the standardized consortiums whether Renesas can succeed.
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Standardization, Platform, Standards of consortium, Automotive Semiconductor
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